
       
 

  令和８年１０月号 

【 訪問販売で高額商品のクレジット契約。契約は慎重に 】 

【相 談】 

昨日、県外業者の訪問で太陽光ソーラーと蓄電池の購入を勧められた。かなり高額で断ろ

うとしたが、大幅値引きの特別価格（当初言われた金額の半額以下）の４００万円を提示さ

れ、断りにくい雰囲気の中で用意されたクレジット申込書に署名、押印した。 

書面を受け取る際に「クレジット会社から電話がかかるので、必ず出てください」と念押

しされた。その後クレジット会社から電話が何度もかかっているが、冷静になって考えたら

断りたくなったので、電話に出ていない。 

 

【アドバイス】 

相談のクレジット契約は「個別信用購入あっせん（個別クレジット）」で、消費者がクレ

ジット会社の立て替え払いで高額商品を購入する仕組みです。割賦販売法に基づき、消費者

と販売業者、クレジット会社の３者契約になります。購入のたびに申込書を提出し、与信審

査（確認電話）を受けます。 

このケースで相談者は確認電話を拒否されていますが、電話を受けても、契約書面受領日

から８日間はクーリング・オフで解除できます。 

 

相談者には販売業者とクレジット会社それぞれにクーリング・オフ通知書を発送するよう

説明しました。方法ははがき、電子メールなどがあり、はがきの場合は証拠を保存するよう

アドバイスしました。 

相談者が２社にクーリング・オフ通知を出した結果、解約になり、契約書面が返送されま

した。 

 

「特別に安く」は要注意です。 

高額契約は即決を避け、より慎重に検討することが大切です。 

 

消費者ホットライン  ☎局番なしの１８８（泣き寝入りはいやや！） 

・・・お近くの消費生活センター等につながります。 

 
 
割賦販売法とは商品やサービスを分割払い「後払い」で購入する取引にルールを定め、 

購入者の利益擁護と取引の健全な発展を目的した法律です。クレジット会社に「支払い可能見込

み額の調査」などを義務付け、過剰な借り入れや不正利用を防ぐ仕組みを定めています。 

 

クーリング・オフ制度とは訪問販売や電話勧誘販売などで、契約してしまった後でも 

一定期間であれば無条件で契約を解除できる制度です。 

 


